
  

平成18 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要        平成１７年１１月１０日 

上 場 会 社 名        三菱製鋼株式会社               上場取引所 東京、大阪 

コ ー ド 番 号        ５６３２                                         本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.mitsubishisteel.co.jp/） 
代  表  者 役職名 取締役社長 氏名 加 藤 秋 夫 
問合せ先責任者 役職名 経理部長  氏名 班 目 健 二      ＴＥＬ(０３)３５３６－３１３５ 
決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 10 日          中間配当制度の有無             有  
中間配当支払開始日 平成 17 年 12 月 9 日         単元株制度採用の有無              有(１単元 1,000 株)   
 
１． 17 年 9 月中間期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成17 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                                                               （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

４６，０５１   20.2 
３８，３１２   10.2 

４，４４８    455.7 
     ８００    432.7 

   ４,２１８  389.2 
   ８６２   76.5 

17 年 3 月期 ７９，８１３   １,９８３      １,７８０ 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

  ２,３９８  444.2 
４４０  △16.1 

１６. ６６ 
  ３．０６ 

17 年 3 月期 １,７２５  １１．９９ 

 
 
 

 (注)①期中平均株式数 
17 年 9 月中間期 143,957,745 株  16 年 9 月中間期 143,974,217 株  17 年 3 月期 143,968,670 株 

    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
  

 円   銭 円   銭 

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

２．００ 
０．００ 

――――― 
――――― 

  

17 年 3 月期 ――――― ２．５０  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

８８，５５２ 
８０，５００ 

２３，５５６ 
１８，４９３ 

２６．６ 
２３．０ 

１６３．６４ 
１２８．４５ 

17 年 3 月期 ８２，５９８ ２０，０３２ ２４．３    １３９．１５ 
 (注)①期末発行済株式数 

17 年 9 月中間期 143,953,121 株 16 年 9 月中間期 143,972,253 株 17 年 3 月期 143,959,964 株 
   ②期末自己株式数 17 年 9 月中間期 46,879 株  16 年 9 月中間期 27,747 株  17 年 3 月期 40,036 株 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円   円  銭   円  銭 

通   期 ９５，０００  ８，５００  ４，９００ 3.00～4.00    5.00～6.00    

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 34 円 04 銭 
 
  上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ 
て予想数値と異なる場合があります。 

  なお、上記予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料 6ページをご参照下さい。 



製  品  別  売  上  高
( 単位 : 百万円 ）

 前 期 増  減

     品         名 前 上 半 期 前 下 半 期

 比        較 比        較

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 金 額

％ ％ ％

    ば         ね 14,936 39.0 15,218 36.7 14,172 30.8 △ 764 △ 1,046

    素   形   材 7,711 20.1 8,315 20.0 8,935 19.4 1,224 620

    特殊鋼鋼材 15,660 40.9 17,967 43.3 22,942 49.8 7,282 4,975

    そ   の   他 4 0.0 0 0.0 0 0.0 △ 4 0

    合        計 38,312 100.0 41,501 100.0 46,051 100.0 7,739 4,550

仕

向

先

別 4,550100.0 46,051 100.0 7,739合           計 38,312 100.0 41,501

4,870

輸           出 1,530 4.0 1,380 3.3 1,060 2.3 △ 470 △ 320

96.7 44,990 97.7 8,208国           内 36,782 96.0 40,120

上 半 期 下 半 期 当 上 半 期

（１６．４～ １６．９）（１６．１０～ １７．３）（１７．４～ １７．９）
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損   益   計   算   書

（ 単位 ： 百万円 ）
              期  別   前           期 増           減

上  半  期 下  半  期 当上半期 前上半期比較 前下半期比較
  科  目 (16.4～16.9) (16.10～17.3) (17.4～17.9)  

  売　　      　上 　　     高  38,312  41,501  46,051  7,739  4,550 

  営   業   費   用 (   37,511) (   40,317) (   41,602) (△ 4,091) (△ 1,285)

    売      上      原      価  33,881  36,635  38,084 △ 4,203 △ 1,449 

    販売費及び一般管理費  3,630  3,682  3,517  113  165 

  営    業    利    益  800  1,183  4,448  3,648  3,265 
     

  営  業  外  収  益 (   409) (   196) (   373) (△ 36) (   177)

    受取利息及び配当金  293  166  235 △ 58  69 

    雑  　     収    　  入  116  29  138  22  109 

  営  業  外  費  用 (   347) (   461) (   603) (△ 256) (△ 142)

    支 　  払 　 利  　 息  313  297  289  24  8 

    雑    　   損    　  失  34  164  314 △ 280 △ 150 

  経    常    利    益  862  917  4,218  3,356  3,301 
     

  特   別   利   益 (   543) (   1,697) (   1,476) (   933) (△ 221)

    固 定 資 産 処 分 益  0  0  1,218  1,218  1,218 

    投資有価証券売却益  543  195  66 △ 477 △ 129 

     厚生年金代行部分返上益  0  1,502  0  0 △ 1,502 

     厚生年金代行部分返上益精算  0  0  191  191  191 
     

  特   別   損   失 (   692) (   430) (   1,556) (△ 864) (△ 1,126)

    固 定 資 産 処 分 損  0  0  774 △ 774 △ 774 

    減 　  損 　 損  　 失 0  0  781 △ 781 △ 781 

    事  業  整  理  損  失 0  33  0 0  33 

    関  連  事  業  損  失 0  376  0 0  376 

    投資有価証券評価損  692  20  0  692  20 

  税引前中間（当期）純利益  714  2,184  4,139  3,425  1,955 

  法人税､住民税及び事業税  477  799  1,535 △ 1,058 △ 736 

  法 人 税 等 調 整 額 △ 203  100  205 △ 408 △ 105 

  中 間 （当期） 純 利 益  440  1,284  2,398  1,958  1,114 
       

  前 期 繰 越 利 益  1,763  2,204  1,674 △ 89 △ 530 
       

  合併に伴う子会社株式消却損  0 0 214 △ 214 △ 214 

  中間（当期）未処分利益  2,204  3,488  3,858  1,654  370 
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貸    借    対    照    表

（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）
期    別 前中間期末 前  期  末 当中間期末 前期末比較

科    目 （１６．９．３０） （１７．３．３１） （１７．９．３０） 増        減

     （ 資 産 の 部 ）

35,390 38,695 43,845 5,150 
3,360 3,907 4,165 258 
4,358 5,102 5,448 346 

17,440 18,440 20,868 2,428 

(   5,818) (   5,387) (   6,426) (   1,039)
2,451 2,378 2,603 225 

415 452 585 133 
2,136 1,747 2,059 312 

156 246 517 271 
657 563 660 97 

143 113 82 △ 31 
320 526 453 △ 73 
757 2,314 2,926 612 

3,156 2,868 3,424 556 
40 40 50 10 

△ 5 △ 5 0 5 

45,110 43,902 44,707 805 
   有 形 固 定 資 産 17,640 17,083 15,812 △ 1,271 

7,503 7,305 7,464 159 
861 820 754 △ 66 

6,595 6,000 5,380 △ 620 
43 46 51 5 

224 211 241 30 
2,201 2,201 1,628 △ 573 

210 497 290 △ 207 

   無 形 固 定 資 産 144 124 132 8 
 

   投 資 そ の 他 の 資 産 27,325 26,694 28,762 2,068 
5,803 5,772 5,602 △ 170 

11,875 12,390 15,336 2,946 
8,946 7,873 7,220 △ 653 

753 712 659 △ 53 
△ 54 △ 54 △ 57 △ 3 

 
80,500 82,598 88,552 5,954 

工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

子会社株式・出資金
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具

未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

貯 蔵 品

前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
売 掛 金

原 材 料

（ た な 卸 資 産 ）
製 品
半 製 品
仕 掛 品
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（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）
前中間期末 前  期  末 当中間期末 前期末比較
（１６．９．３０） （１７．３．３１） （１７．９．３０） 増        減

     （ 負 債 の 部 ）

40,950 42,003 34,961 △ 7,042 
9,802 10,810 13,110 2,300 
8,941 9,612 9,716 104 

17,987 16,582 5,585 △ 10,997 
1,930 2,460 2,452 △ 8 

68 158 261 103 
539 866 1,622 756 
75 0 238 238 

1,486 1,437 1,899 462 
0 4 4 0 

94 51 55 4 
24 18 13 △ 5 

21,056 20,563 30,034 9,471 
0 0 8,040 8,040 

16,473 16,779 16,310 △ 469 
730 1,212 2,313 1,101 

3,621 2,307 2,482 175 
 231 264 194 △ 70 
 0 0 693 693 

62,007 62,566 64,996 2,430 

     （ 資 本 の 部 ）
7,200 7,200 7,200 0 

893 893 893 0 
893 893 893 0 

 
8,880 10,165 11,989 1,824 

745 745 781 36 
5,931 5,931 7,350 1,419 
4,376 4,376 3,994 △ 382 

　別 　途　 積　 立 　金 1,555 1,555 3,355 1,800 
2,204 3,488 3,858 370 
1,522 1,778 3,480 1,702 

△ 2 △ 4 △ 7 △ 3 

18,493 20,032 23,556 3,524 

80,500 82,598 88,552 5,954 

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

資 本 金

貸    借    対    照    表

未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用

預 り 金

流 動 負 債

負 債 ･ 資 本 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
 

資 本 準 備 金

  固定資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金

　　科    目
期    別　　

役員退職慰労金引当金

長 期 借 入 金

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年 以 内 返 済 長 期 借 入 金

固 定 負 債

 

前 受 金

新株予約権付社債

固定資産処分損引当金

負 債 合 計

そ の 他

繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの … 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法により算定）
時価のないもの … 移動平均法による原価法

2.  たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品、半製品及び仕掛品 … 総平均法による原価法
原 材 料　　 … 総平均法による低価法
貯 蔵 品 … 総平均法による原価法

3．有形固定資産の減価償却の方法
定率法
ただし、建物（建物附属設備を除く）は定額法

4．無形固定資産の減価償却の方法
定額法

5．重要な引当金の計上基準
貸  倒  引  当  金 …

退 職 給 付 引 当 金 …

生していると認められる額を計上している。

れ発生の翌期から費用処理している。

固定資産処分損引当金 …

6．リース取引の処理方法

　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

7．消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

上している。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

中間期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発

会計基準変更時差異については、15年による均等額を費用

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞ

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理して
いる。

処理している。

固定資産の廃止及び処分に備えて、除却損失を計上している。
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

1．固定資産の減損に係る会計基準

2．有形固定資産の減価償却の方法の変更

【損益計算書注記】
(単位：百万円）

前上半期 前下半期 当上半期

（減損損失）

ー プ と し て い る 。

【貸借対照表注記】
(単位：百万円）

前中間期末 前 期 末 当中間期末

【リース取引注記】

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略している。

【有価証券注記】

前中間期、当中間期及び前期において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

（特別利益の主な内訳）

当中間期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。

これに伴い、当中間期において減損損失781百万円を特別損失に計上している。

当中間期より、建物（建物附属設備を除く）を除く有形固定資産の減価償却方法を定額法
か ら定 率 法 に 変 更 して い る。

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、減価償却費は427百万円増加し、税引前
中 間 純 利 益 は 377 百 万 円 減 少 して い る。

（17.4～7.9）

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

（特別損失の主な内訳）

当社は、事業用資産については主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分

781

機械装置の除却損ほか 774

厚生年金代行部分の実
際返還による精算 191

固 定 資 産 処 分 益

厚生年金代行部分返上益

厚生年金代行部分返上益
精算

（事業所等）を基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮した一定の事業単位でグルー

機械装置の売却益 1,218

厚生年金代行部分の
過去分返上認可 1,502

損失に計上している。その内訳は、土地（千葉県市原市他）781百万円である。

鑑 定 評 価 額 又 は 固 定 資 産 税 評 価 額 に 基 づ き評 価 してい る。

ピングを行っている。また、将来の使用が見込まれない遊休資産については、個別の資産グル

土地の減損損失

（16.4～16.9） （16.10～17.3）

（16.9.30） （17.3.31） （17.9.30）

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として不動産

これらの資産グループのうち、近年の継続的な地価の下落等に伴い回収可能価額が低下した
遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

　減価償却累計額 31,080 31,846 34,003

　保 証 債 務 等 9,777 7,63911,527
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